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第１条から第９条 省略 
 
（現場代理人及び主任技術者） 

第１０条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に

設置し、設計図書に定めるところにより、その氏名その他必

要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの者を

変更したときも同様とする。 

以下（略） 
 
第１１条（略） 
 
（工事関係者に関する措置請求） 

第１２条 発注者は、現場代理人がその職務（主任技術者を含

む。）の執行につき著しく不適当と認められるときは、受注

者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を

執るべきことを請求することができる。 

 

 

２ 発注者又は監督職員は、主任技術者（現場代理人を兼任す

る者を除く。）その他受注者が工事を施工するために使用し

ている下請負人、労働者等で工事の施工又は管理につき著し

く不適当と認められる者があるときは、受注者に対して、そ

の理由を明示した書面により、必要な措置を執るべきことを

請求することができる。 

 
 
３～５ （略） 
 

第１３条～第２３条（略） 
 

 
 

第１条から第９条 省略 
 
（現場代理人及び主任技術者等） 

第１０条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に

設置し、設計図書に定めるところにより、その氏名その他必

要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの者を

変更したときも同様とする。 

以下（略） 
 
第１１条（略） 
 
（工事関係者に関する措置請求） 

第１２条 発注者は、現場代理人がその職務（主任技術者若し

くは監理技術者又は専門技術者と兼任する現場代理人にあっ

ては、それらの者の職務を含む。）の執行につき著しく不適

当と認められるときは、受注者に対して、その理由を明示し

た書面により、必要な措置を執るべきことを請求することが

できる。 

２ 発注者又は監督職員は、主任技術者若しくは監理技術者又

は専門技術者（これらの者と現場代理人を兼任する者を除く

。）その他受注者が工事を施工するために使用している下請

負人、労働者等で工事の施工又は管理につき著しく不適当と

認められる者があるときは、受注者に対して、その理由を明

示した書面により、必要な措置を執るべきことを請求するこ

とができる。 
 
３～５ （略） 
 

第１３条～第２３条（略） 
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（著しく短い工期の禁止） 

第２３条の２ 発注者は、工期の延長又は短縮を行うときは、こ

の工事に従事する者の労働時間その他の労働条件が適正に確

保されるよう、やむを得ない事由により工事等の実施が困難

であると見込まれる日数等を考慮しなければならない。 
 

第２４条～第３７条（略） 
 

（部分引渡し） 

第３８条 第３１条及び第３２条の規定は、工事の目的物につ

き発注者が設計図書において工事の完成に先立って引渡しを

受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。

）の工事が完成した場合について準用する。この場合におい

て、第３１条の見出し、第１項及び第６項中「工事」とある

のは「指定部分に係る工事」と、第３１条第２項、第４項及

び第６項中「工事の完成」とあるのは「指定部分に係る工事

の完成」と、同条第２項、第４項及び第５項中「工事の目的

物」とあるのは「指定部分に係る工事の目的物」と、同項及

び第３２条の見出し及び第２項中「請負代金」とあるのは「

部分引渡しに係る請負代金」と読み替えるものとする。 

 
 
２ （略） 
 

第３９条～第４０条（略） 
 

（発注者の任意解除権） 

第４１条 発注者は、工事が完成するまでの間は、次条、第４

３条又は第４３条の２の規定によるほか、必要があるときは

、この契約を解除することができる。 

２ （略） 
 

（新設） 

 

 

 

 
 

第２４条～第３７条（略） 
 

（部分引渡し） 

第３８条 第３１条及び第３２条の規定は、工事の目的物につ

き発注者が設計図書において工事の完成に先立って引渡しを

受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。

）の工事が完成した場合について準用する。この場合におい

て、第３１条の見出し、第１項及び第６項並びに第３２条第

１項中「工事」とあるのは「指定部分に係る工事」と、第３

１条第２項、第４項及び第６項中「工事の完成」とあるのは

「指定部分に係る工事の完成」と、同条第２項、第４項及び

第５項中「工事の目的物」とあるのは「指定部分に係る工事

の目的物」と、同項及び第３２条の見出し及び第２項中「請

負代金」とあるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み替

えるものとする。 
 
２ （略） 
 

第３９条～第４０条（略） 
 
            

第４１条 発注者は、工事が完成するまでの間は、次条又は第

４３条の規定によるほか、必要があるときは、この契約を解

除することができる。 

２ （略） 
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（発注者の催告による解除権） 

第４２条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内

に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただ

し、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約

及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限

りでない。 

(1) 第５条第４項に規定する書類を提出せず、又は虚偽の記載

をしてこれを提出したとき。 

(2) 正当な理由なく、工事の着手期日を過ぎても当該工事に着

手しないとき。 

(3) 工期内に工事を完成しないとき又は工期を経過した後相当

の期間内に工事を完成する見込みが明らかにないと認められ

るとき。 

(4) 主任技術者を設置しなかったとき。 

 

(5) 正当な理由なく、第４０条第１項の履行の追完がなされな

いとき。 

(6) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

 

第４３条～第４３条の２（略） 

 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第４４条 第４２条各号又は第４３条各号に定める場合が発注者

の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発注者は、

第４２条又は第４３条の規定による契約の解除をすることが

できない。 

 

第４５条～第４９条（略） 

 
（発注者の催告による解除権） 

第４２条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内

に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただ

し、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約

及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限

りでない。 

(1) 第５条第４項に規定する書類を提出せず、又は虚偽の記載

をしてこれを提出したとき。 

(2) 正当な理由なく、工事の着手期日を過ぎても当該工事に着

手しないとき。 

(3) 工期内に工事を完成しないとき又は工期を経過した後相当

の期間内に工事を完成する見込みが明らかにないと認められ

るとき。 

(4) 主任技術者（監理技術者を置かなければならない場合にあ

っては、監理技術者）を設置しなかったとき。 

(5) 正当な理由なく、第４０条第１項の履行の追完がなされな

いとき。 

(6) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

 

第４３条～第４３条の２（略） 

 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第４４条 第４２条各号又は第４３条各号に定める場合が発注者

の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発注者は、

前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

 

 

第４５条～第４９条（略） 



山口県森林整備工事請負契約約款新旧対照表（R2.10.1 以降適用） 
 

新 旧 
 

4 
 

 

（発注者の違約金請求等） 
第４９条の２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前条の損

害賠償に代えて、受注者は、請負代金の額の１０分の１に相
当する金額を違約金として発注者の指定する期間内に発注者
に支払わなければならない。 

(1) 第４２条又は第４３条の規定により工事の目的物の完成前
にこの契約が解除されたとき。 

(2) 工事の目的物の完成前に、受注者がその債務の履行を拒否
し、又は受注者の責めに帰すべき事由によって受注者の債務
について履行不能となったとき。 

(3) 次に掲げる者が契約を解除したとき。 
イ 受注者について破産法（平成１６年法律第７５号）第３０条

第１項の規定により破産手続開始の決定がされた場合におけ
る同法第３１条第１項の規定により選任された破産管財人 

ロ 受注者について会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第
４１条第１項の規定により更生手続開始の決定がされた場合
における同法第４２条第１項の規定により選任された管財人 

ハ 受注者について民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第
３３条第１項の規定により再生手続開始の決定がされた場合
における当該受注者又は同法第６４条第２項の規定により選
任された管財人 

２～３ （略） 
 
（不正行為に伴う損害の賠償） 
第４９条の３ （略） 
２ （略） 
３ 前２項の規定は、第３１条第４項又は第５項（第３８条に

おいてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定により
工事の目的物の引渡しを受けた後においても適用があるもの
とする。 

４ （略） 

 

（発注者の違約金請求等） 
第４９条の２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前条の損

害賠償に代えて、受注者は、請負代金の額の１０分の１に相
当する金額を違約金として発注者の指定する期間内に発注者
に支払わなければならない。 

(1) 第４２条又は第４３条若しくは第４３条の２の規定により
工事の目的物の完成前にこの契約が解除されたとき。 

(2) 工事の目的物の完成前に、受注者がその債務の履行を拒否
し、又は受注者の責めに帰すべき事由によって受注者の債務
について履行不能となったとき。 

(3) 次に掲げる者が契約を解除したとき。 
イ 受注者について破産法（平成１６年法律第７５号）第３０条

第１項の規定により破産手続開始の決定がされた場合におけ
る同法第３１条第１項の規定により選任された破産管財人 

ロ 受注者について会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第
４１条第１項の規定により更生手続開始の決定がされた場合
における同法第４２条第１項の規定により選任された管財人 

ハ 受注者について民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第
３３条第１項の規定により再生手続開始の決定がされた場合
における当該受注者又は同法第６４条第２項の規定により選
任された管財人 

２～３ （略） 
 
（不正行為に伴う損害の賠償） 
第４９条の３ （略） 
２ （略） 
３ 前２項の規定は、第３１条第４項から第６項までの規定に

より工事の目的物の引渡しを受けた後においても適用がある
ものとする。 

 
４ （略） 
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第５０条 （略） 
 
（契約不適合責任期間等） 
第５１条 （略） 
２～８ （略） 
９ この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１

１年法律第８１号）第９４条第１項に規定する住宅新築請負
契約である場合には、工事の目的物のうち住宅の品質確保の
促進等に関する法律施行令（平成１２年政令第６４号）第５
条に定める部分の瑕疵（構造耐力又は雨水の浸入に影響のな
いものを除く。）について請求等を行うことのできる期間は
、１０年とする。この場合において、前各項の規定は適用し
ない。 

１０ （略） 
 
第５２条 （略） 
 
（あっせん又は調停） 

第５３条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関す

る紛争、主任技術者又はその他受注者が工事を施工するため

に使用している下請負人、労働者等の工事の施工又は管理に

関する紛争及び監督職員の職務の執行に関する紛争について

は、第１２条第３項の規定により受注者が措置を執った後若

しくは同条第５項の規定により発注者が措置を執った後又は

発注者若しくは受注者が措置を執らずに同条第３項若しくは

第５項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者は

、前項のあっせん又は調停を請求することができない。 

 
 
第５４条以下 （略） 
 

 
第５０条 （略） 
 
（契約不適合責任期間等） 
第５１条 （略） 
２～８ （略） 
９ この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１

１年法律第８１号）第９４条第１項に規定する住宅新築請負
契約である場合には、工事の目的物のうち住宅の品質確保の
促進等に関する法律施行令（平成１２年政令第６４号）第５
条第１項に定める部分の瑕疵（構造耐力又は雨水の浸入に影
響のないものを除く。）について請求等を行うことのできる
期間は、１０年とする。この場合において、前各項の規定は
適用しない。 

１０ （略） 
 
第５２条 （略） 
 

（あっせん又は調停） 

第５３条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関す

る紛争、主任技術者若しくは監理技術者又は専門技術者その

他受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労

働者等の工事の施工又は管理に関する紛争及び監督職員の職

務の執行に関する紛争については、第１２条第３項の規定に

より受注者が措置を執った後若しくは同条第５項の規定によ

り発注者が措置を執った後又は発注者若しくは受注者が措置

を執らずに同条第３項若しくは第５項の期間が経過した後で

なければ、発注者及び受注者は、前項のあっせん又は調停を

請求することができない。 
 
第５４条以下 （略） 
  


